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「交通基本法案（仮称）」の検討を進めております。昨年末、
交通基本法案検討小委員会において、交通基本法案の立
案における基本的な論点についてとりまとめていただい
たところであり、これを踏まえて同法案の制定を目指すと
ともに、交通政策のマスタープランとなる「交通基本計画
（仮称）」の早期策定を目指してまいります。私は、この２
つの計画が国土交通政策の今後の方向性を示す、車の両
輪になると考えております。

◆安全・安心な社会づくり
　我が国は、地震・津波や水害・土砂災害・高潮災害など、
自然災害に対して脆弱な国土条件にあります。最近では、
奄美地方の豪雨災害など、各地で集中豪雨による被害が
発生しており、地球温暖化の影響も懸念されています。
こうした自然災害から国民の生命や財産を守るという国
土交通省の重要な使命を果たしてまいります。
　なお、今後の治水対策については、「できるだけダムに
たよらない治水」への政策転換を進めるとの考えに基づ
き、「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」におい
て昨年９月に公表された「中間とりまとめ」を踏まえ、全国
の83事業（84施設）のダム事業の検証を、予断を持たずに
進めてまいります。
　また、公共インフラ及び住宅・建築物の耐震性向上を図
るとともに、公共交通やエレベータ等の安全対策の充実
を進めてまいります。公共交通における事故による被害
者等への支援のあり方についても検討してまいります。
　さらに、土地取引の円滑化及び土地資産の保全等を図
るために、その基礎となる境界情報を調査する地籍調査
について、一層の推進に努めてまいります。
　我が国において海上の安全確保を一義的に担う海上保
安庁を所管する国土交通大臣として、海上保安庁の制度
や体制を十分に整備するとともに、現場の高い士気を維
持していくための環境整備を進めていくことが私の重大
な責務であると考えています。こうした観点から、巡視
船艇等の重点整備や要員の拡充等により海上保安庁の体
制の充実強化を図るとともに、昨年末に設置された「海上
警察権のあり方に関する有識者会議」における議論を踏ま
え、海上保安庁による海上警察権の検討を進めてまいり
ます。また、国際連携の推進等によりソマリア周辺海域
やマラッカ・シンガポール海峡における海賊対策等を図っ
てまいります。

◆豊かな国民生活の実現
　人口減少、高齢化が進んでいく中、高齢者・障がい者を
はじめ誰もが自立できるユニバーサル社会を実現するこ
とは、極めて重要な政策課題です。そのため、ハード・ソ
フト両面における一体的・総合的なバリアフリー施策を推
進するとともに、国民生活に最も密着した基盤である住
宅と地域交通を確保していくことが、今まで以上に重要
になっていくものと考えております。バリアフリー施策に
ついては、新たな整備目標の設定をはじめ、関連施策の
充実によりバリアフリー化の促進を図ってまいります。住
宅については、医療・介護と連携したサービス付き高齢者
向け住宅（仮称）の供給を促進するとともに、民間賃貸住
宅入居者の居住の安定確保や既存住宅ストックの有効活
用による、高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅セー
フティネットの強化を図ってまいります。地域交通の確保
については、交通基本法の検討と関連施策の充実を図っ
てまいります。
　また、地球温暖化対策として、自動車単体対策、交通
流対策、モーダルシフトや物流の効率化、公共交通の利
用促進、住宅・建築物のまるごとエコ化、低炭素都市づく
り等を推進してまいります。
　さらに、物流コスト・物価を引き下げ、地域経済を活性
化するため、地域経済への効果や渋滞、環境、他の交通
機関への影響等を社会実験で検証しつつ、高速道路の原
則無料化を段階的に進めてまいります。

◆国土交通省成長戦略の実現
　我が国の国際競争力を高め、将来にわたって持続可能
な国づくりを進めるために、国土交通省成長戦略の実現
に取り組んでまいります。
　海洋分野においては、民間の知恵と資金を活用した港
湾経営の効率化や内航フィーダー網の強化などによる国
際コンテナ・バルク戦略港湾の機能強化を図るとともに、
海運・造船などの海事産業については、新たな造船政策
や内航船代替建造対策の検討会を立ち上げるなど、その
競争力の強化に一層強力に取り組んでまいります。また、
排他的経済水域（ＥＥＺ）等の保全・利用の促進や海洋基盤
情報の整備による海洋権益の確保を進めてまいります。
　さらに、国際的発言力の強化として、本年６月の国際
海事機関（ＩＭＯ）次期事務局長選挙に擁立した日本人候
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補（関水康司：現ＩＭＯ海上安全部長）の当選を目指しま
す。
　航空分野においては、首都圏空港を含めた徹底的なオー
プンスカイの推進、羽田の24時間国際拠点空港化及び成
田のアジアのハブ空港化の推進など首都圏空港の抜本的
な機能強化を図るとともに、関空・伊丹の経営統合等によ
り関空のバランスシートを改善し、関空を首都圏空港と並
ぶ国際拠点空港として再生してまいります。また、国管
理空港の運営のあり方について、「民間の知恵と資金」を活
用するための具体的な検討を進めてまいります。さらに、
平成23年度から25年度までの３年間を「集中改革期間」と
位置づけ、我が国航空企業の国際競争力強化のため、平
成23年度税制改正大綱において、航空機燃料税の税率引
き下げを盛り込んだところです。日本航空については、更
生計画に従って着実な再生が図られるよう、引き続き必
要な支援を行うとともに、指導監督を行ってまいります。
　住宅・都市分野においては、大都市の国際競争力の強化
のため、都市再生特別措置法における特別の地域制度の
創設と、各種支援措置の充実に向けた検討を進めるとと
もに、住宅市場の活性化のため、質の高い新築住宅の供
給と既存住宅流通・リフォームの促進等を進めてまいりま
す。また、昨年設置した「不動産投資市場戦略会議」での
議論も踏まえながら、施策の具体化に取り組んでまいり
ます。
　国際展開・官民連携分野においては、鉄道システム、道
路、自動車産業、水インフラ、港湾、環境共生型都市開発等、
我が国の優れた建設・運輸産業の海外展開を促進するた
め、政治のリーダーシップによる官民一体となったトップ
セールスや日本の技術・規格の国際標準化等に力を注いで
まいります。また、厳しい財政状況の中で民間資金の活
用を拡大し、真に必要な社会資本整備・維持管理を着実に
行っていくため、コンセッション方式（施設の所有権を移
転せず、民間事業者にインフラの事業運営に関する権利
を長期間にわたって付与する方式）の導入等ＰＦＩ制度の
拡充や、より幅広い官民連携による社会資本整備の取組
を推進してまいります。
　観光分野においては、海外プロモーションの充実等に
よる「訪日外国人3,000万人プログラム」の展開、地域の幅
広い関係者が参画する「観光地域づくりプラットフォーム」
の形成や新しい観光アイテムの創造等による観光地の魅
力度向上を進めるとともに、休暇取得の分散化をはじめ

休暇改革について、国民的なコンセンサス形成に向けて
努力してまいります。

◆経済・雇用情勢への対応
　現下の厳しい経済・雇用状況、直面する円高・デフレ状
況を踏まえ、昨年９月、「新成長戦略実現に向けた３段構
えの経済対策」、いわゆる「ステップ１」がとりまとめられ、
国土交通省としては、住宅エコポイント制度や優良住宅
取得支援制度（フラット35Ｓ）の大幅な金利引下げの延長、
観光業や海運業における雇用創造・人材育成の推進、規制・
制度改革等に取り組んでおります。また、「円高・デフレ対
応のための緊急総合経済対策」、いわゆる「ステップ２」に
基づいて昨年11月に成立した補正予算等により、国土ミッ
シングリンクの解消、首都圏空港の強化、建設業に対す
る金融支援、海上保安体制の充実等の施策に取り組んで
おり、引き続き、これらの対策に盛り込まれた施策の実効
性を挙げるよう取り組んでまいります。また、「ステップ３」
として位置づけられている平成23年度政府予算案におい
て、国土交通省としては、既存の事業を抜本的に見直し、
「国土交通省成長戦略」の実現をはじめ、真に必要な社会
資本整備の着実な実施、地域の生活交通の確保・維持・改
善、高速道路の原則無料化の推進、海上の安全と権益の
確保、総合力の発揮、地域主権の確立に向けた取組といっ
た確固たる戦略の下に大胆に予算を組み替えることによ
り、新たな時代に対応しながら、我が国を牽引する国土
交通行政へと大きく転換することを目指します。
　なお、特に疲弊している建設産業の現状を踏まえ、昨
年末に「建設産業戦略会議」を設置したところであり、同
会議での議論を踏まえて、今後の建設産業、特に地域建
設業の再生方策の検討を進めてまいります。

　以上、新しい年を迎えるにあたり、国土交通省の重要
課題を申し述べました。国民の皆様のご理解をいただき
ながら、ご期待に応えることができるよう、諸課題に全力
で取り組んでまいる所存です。
　国民の皆様の一層のご支援、ご協力をお願いするとと
もに、新しい年が皆様方にとりまして希望に満ちた、大
いなる発展の年になりますことを心より祈念いたします。

（1月14日付けで大臣交代があり、大畠国土交通大臣が就任されました。）
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年からは外貿コンテ
ナ航路が開設される
など、小名浜港は工
業・物流拠点として
の機能を更に強化さ
せ、いわき市のみな
らず南東北及び北関
東の物流や経済発展
に大きく寄与してき
た。

　その一方で平成9年には観光物産センター「いわき・
ら・ら・ミュウ」を、平成12年には環境水族館「アクアマ
リンふくしま」を整備し、これら両施設を中心とした一
帯をアクアマリンパークとして形成している。さらに
この一帯は平成17年にいわき小名浜みなとオアシスに
登録されるなど、現在では年間250万人もの人々が訪
れる一大親水空間となっている。このように小名浜港
は工業・物流拠点としての機能のみならず、市民に親
しまれる憩いの場を提供するなど、親水空間との調和
が取れた港湾となっている。

　小名浜港に初めて人工島計画が位置付けられたの
は、今から30年前の昭和56年3月のことである。その
時の人工島面積は140haであり、橋梁は1号ふ頭から架
ける計画であった。その後平成5年11月の港湾計画で
は、人工島の面積は約240haに拡大され、橋梁の起点
は3号ふ頭に変更された。更に平成15年11月には臨海
部の大規模計画が縮小されると言う状況下で、人工島
の面積はほぼ1/5の52haまで縮小されている。

　30年来の人工島計画が実現のものとなったのは、平
成20年度に国際物流ターミナルが新規着工されたとき
である。ようやく現実のものとなった小名浜港東港地
区国際物流ターミナル事業の概要、整備効果及び工事
現況について報告する。

　福島県沿岸南部のいわき市に位置する小名浜港は、
原材料受け入れや周辺火力発電所が使用する石炭の
受け入れを行うなど、背後にある臨海工業地帯の発展
に大きく寄与してきた。また周辺火力発電所で発電さ
れる電力の大半は首都圏に送電されていることから、
エネルギー供給港湾の機能も担っている。更に平成10

小名浜港東港地区国際物流ターミナル整備
について

国土交通省　東北地方整備局　小名浜港湾事務所

特   集

はじめに

小名浜港の概要

（平成5年） （平成15年）
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　現在、石炭の取扱は全体貨物量の40%以上を占めて
おり、小名浜港の太宗貨物となっている。小名浜港で
の石炭取扱いは、古くは明治以降に開発された常磐炭
鉱から採掘される石炭を京浜方面へ輸送したのが始ま
りで、以降電力需要の増加やオイルショックなどの影
響から石炭需要は増え続け、現在では輸入・移出合わ
せて600万トンを超えるようになった。これら石炭の大
半は小名浜港周辺の常磐共同火力㈱勿来発電所や東
京電力㈱広野火力発電所に供給され発電に使用されて
いる。発電された電力の大半は首都圏に送電しており、
その電力量は首都圏消費電力量の12%をカバーしてい
る。このことからも小名浜港は我が国の産業や暮らし
に大きく貢献していると言える。

　これら石炭は主にオーストラリアやインドネシアか
ら輸入されており、輸送は70,000 〜 90,000DWTクラ
スのパナマックス船で行われている。小名浜港に入港
したパナマックス船は、公共の6号ふ頭岸壁（-14m）と7
号ふ頭（-13m）×2バースの合計3バースのうちいずれか
のバースで荷揚げを行うことになるが、これらのバー
スでは石炭以外にも銅精鉱や亜鉛鉱の荷役を行ってい
るため、順番待ちが生じるなど船舶が非常に混み合っ
ている状況である。

　元々パナマックス船が接岸できる大水深バースが少
ない小名浜港では、荷役の順番待ちによる滞船が生じ
ていたが、平成16年の勿来発電所のミル増設と広野火
力発電所5号機の稼働を契機に滞船が急激に増え始め、
平成21年には192日間の滞船日数を記録するようになっ

小名浜港と石炭

小名浜港の現況

滞船と喫水調整

福島県の
原子力・水力
20％

12％

68％
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た。また石炭輸送船の大型化も進んでおり、喫水調整
して（満載で入港できない）入港する船舶が大半を占め
るなど、非効率な輸送形態が小名浜港の問題点となっ
ている。

　滞船や喫水調整による損失は全て荷主が負担しなけ
ればならず、一刻も早く改善しなければならない懸案
事項であった。このため小名浜港を利用する港湾利用
者等から、東港地区への新たな大水深バース整備を要
望する声が挙がった。福島県は要望を反映するため、
平成19年7月に港湾計画を一部変更し、東港地区に新
たな岸壁（-14m）を計画した。そして翌20年度に国直轄
事業として「小名浜港東港地区国際物流ターミナル事
業」が認められ、現在事業が進められているところで
ある。

　同事業は岸壁（-14m）の他、人工島へアクセスするた
めの臨港道路（橋梁）、護岸（防波）、中央防波堤、泊地

（-14m）から構成されており、平成26年度の供用を目
指している。

　新たな国際物流ターミナルを東港に整備することに
より、小名浜港の懸案であった滞船が解消され、また
喫水調整を少なくすることができるようになるため、1
隻当たり積載量が増大し輸送が効率化され物流コスト
を削減することができる。
　輸出入貨物の99.7%を港湾から運んでいる我が国が、
台頭する中国を始めとした海外との資源獲得競争に後
れを取らないためには大型船舶が接岸できる大水深岸
壁を整備する事が必要不可欠である。

　物流コストを削減することは国内企業の国際競争力
の強化に繋がり、ひいては我が国の経済発展に寄与す
るため、東港地区国際物流ターミナルの早期供用が期
待されている。

次ページからは、現在整備中の臨港道路（橋梁）の工事
現況について説明していく。

国際物流ターミナルの概要

整備効果
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下部形式：逆T式橋台（A2）、壁式橋脚
　　　　 （P9 〜 P12）
基礎工：鋼管杭

 

　臨港道路（橋梁）の工事は、平成22年度から着手して
いる。
1.航路部の工事状況

　航路部では、3号ふ頭側において橋梁工事の作業ヤー
ドとなる仮設桟台の工事を行っている。
　（仮設桟台構造概要）
　延　　長　L=183m
　面　　積　A=2,250㎡
　幅　　員　W=8.0m
　基礎構造　鋼管杭（φ800、N=72本）
　ジャケット6基（作業部4基（74t/基）、
　通路部2基（96t/基））

 　3号 ふ 頭 か ら 東 港 地 区 へ ア ク セ ス す る 橋 梁
（L=927m）は、3号ふ頭部及び東港地区はPC箱桁橋、
航路部はPCエクストラドーズド橋が計画されている。
　エクストラドーズド橋は、桁橋と斜張橋の長所を取
り入れた経済性・デザイン性に優れた形式で、日本の
臨港道路では小名浜港で初めて採用された形式であ
る。
　小名浜港の景観に調和する新たなランドマークとな
ることも期待されている。
【橋梁概要】

・道路規格：第4種第2級
・設計速度：V=40㎞ /h
・橋　　長：L=927m
（3号ふ頭部）
上部形式：4径間連続PC箱桁橋
　　　　　（L=220m）
下部形式：逆T式橋台（A1）、壁式橋脚（P1 〜 P4）
基礎形式：場所打ち杭

（航路部）
上部形式：5径間PCエクストラドーズド橋（L=510m）
下部形式：2柱式橋脚（P5 〜 P8）
基礎形式：ニューマチックケーソン（P5 〜 P6）、
　　　　 鋼管矢板（P7 〜 P8）

（東港地区）
上部形式：4径間連続PC箱桁橋
　　　　 （L=197m）

橋梁完成イメージ　（3号ふ頭からの視点場）

臨港道路（橋梁）の概要

臨港道路（橋梁）工事の現況

臨港道路（橋梁）平面図
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　工事は、平成22年7月から海上作業に着手している。
最初に基礎となる鋼管杭を杭打船による打撃工法（油
圧ハンマー）で打設し、その後ジャケットを起重機船
で据付け固定した。（写真-1、写真-2）
　現在、桟台本体の上下部工を施工中である。

2.陸上部（3号ふ頭部）の工事状況

　陸上部（3号ふ頭部）では、現在、橋梁下部工事及び
橋梁アプローチ部の液状化対策として地盤改良工事を
行っている。
　橋梁下部工事は、P1〜P4の橋脚4基と場所打ち杭（φ
1500　全周回転式オールケーシング工法　N=33本　
L=27.5m 〜 52m）を施工している。
　工事は、躯体が大きく工程上クリティカルとなるP4
橋脚の場所打ち杭から施工を開始し、P3橋脚、P2橋脚、
P1橋脚の順番で施工している。（写真-3）
　橋梁アプローチ部の地盤改良工事は、サンドコンパ

クションパイル工法（φ700　N=611本）により、施工し
ている。
　なお、建物等に近接する一部の範囲は、振動等の影
響を考慮して静的締固め工法を採用している。（写真-4）

　小名浜港湾事務所は、昭和4年に前身となる当時の
内務省小名浜港修築事務所が設置されてから一昨年80
年を迎えた。多くの先人の努力によって、外洋に面し
た厳しい自然条件下での港湾整備を可能にした技術を
生み、また、港町の活発な市民活動を生むなどしてき
た小名浜港である。東港地区国際物流ターミナル事業
の整備により、今後も更なる機能向上と我が国の国際
競争力強化に資する新たな役割を担うことが期待され
ている。

写真-3　陸上部下部工事（場所打ち杭）状況

写真-1　鋼管杭打設状況

写真-2　ジャケット据付状況 写真-4　陸上部地盤改良工事状況

おわりに




